
政策 、

事業費 39,629 千円 40,669 千円 41,499 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 小諸市浄化槽協会　平成30年3月31日解散予定

そ 　の 　他 3

循

事

0,000 千円 0 千円

　

0 千円 助成金手続き業

務

務は市が引き継ぐ

一　

　

般　財　源 9,629

事

千円 40,669 千円

　

41,499 千円

業　名 新

環

規・

事　務

継

　事　業　名 新規・継

続

続 小諸市公共下水道事

浄

業会計に一般会計から

化

繰出金を支出すること

槽

により、企業会計の適

区

正な運営を図る。

目　

域

　的
公共下水道事業会

の

計繰出金 継続

会計・款

型

生

・項・目 所　　管　　

活

課 平  成  30 

排

 年  度  の  

水

目  標

一般・8土木

を

費・3都市計画費・2

衛

下水道環境費 下水道課

生

事　業　概　要 施策内

的

順位

【繰出金】
－・小

に

諸市公共下水道事業会

処

計に一般会計から繰出

社

理

金を支出する。

市長公

す

約事項

活
動
指
標

指　標

る

　名 単　位 平成30年

た

度 平成31年度 平成3

め

2年度

無

投
入
指
標

平成

、

30年度 平成31年度

合

平成32年度

年度別事

併

業費 520,427 千

処

円 493,475 千円

理

513,984 千円
特

会

浄

定
財
源

国・県支出金 0

化

千円 0 千円 0 千円 特　

槽

記　事　項

地 　方 

の

　債 0 千円 0 千円 0 千

設

円

そ 　の 　他 14

置

0,000 千円 0 千円

費

0 千円

一　般　財　源

用

380,427 千円 4

に

93,475 千円 51

対

3,984 千円

の

して補助金を交付し、

進

浄化槽

目　　的 整備を

ん

推進する。
浄化槽設置

だ

整備事業 継続

会計・款

２ ま

・項・目 所　　管　　

ち

課 平  成  30 

施

 年  度  の  

策

目  標

・浄化槽整備

２

区域内における50基

－

の合併浄化槽の設置を

３

めざして、設置費用に

市

対する補助金を交付す

内

る。
一般・8土木費・

全

3都市計画費・2下水

自

域

道環境費 下水道課

事　

の

業　概　要 施策内順位

水

浄化槽区域（公共下水

洗

道の認可区域及び農業

化

集落排水の整備区域以

を

外）における合併処理

促

浄化槽整
6/6備を推

進

進する。

市長公約事項

し

活
動
指
標

指　標　名 単

、

　位 平成30年度 平成

然

公

31年度 平成32年度

共

無 浄化槽設置基数
基 5

用

0 49 48

投
入
指
標

平

水

成30年度 平成31年

域

度 平成32年度

年度別

を

事業費 20,186 千

保

円 19,483 千円 1

全

9,151 千円
特
定
財

し

源

国・県支出金 10,

ま

456 千円 12,94

環

す

6 千円 12,724 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 9,730 千円 6,537 千円 6,427 千円

境

事　務　事　業　名 新規・継続 浄化槽区域における生活排水を衛生的に処理するため、浄化槽の維持管理費用に補助金を交付し、浄化槽の維

を

目　　的 持管理が適切に行われるようにする。
浄化槽維持管理補助事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

・浄化槽法定検査（７条及び１１条検査）による不適正率を３

守

％とする。
一般・8土木費・3都市計画費・2下水道環境費 下水道課

事　業　概　要 施策内順位

浄化槽区域（公共下水道の認可区域及び農業集落排水の整備区域以外）における合併処理浄化槽の
5/6適正な維持管理を推進

り

する。

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 浄化槽保守点検実施率
％ 100 100 100

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 浄化槽法定検査不適正率
％ 3 3 3

年度別
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政策 、

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

　企業債の利子償還 無 水洗化率
％ 84 85 86

　給与費

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度 収納率（現年度）
％ 99 99 99

年度別事業費 338,20

循

事

0 千円 333,694

　

千円 331,421 千

務

円
特
定
財
源

国・県支出

　

金 0 千円 0 千円 0 千円

事

特　記　事　項

地 　

　

方 　債 0 千円 0 千円

業

0 千円 平成30年度か

　

ら公営企業会計に移行

名

するため「一般管理費

新

運営費」を「農業集落

環

規

排水　収益的事業」に

・

変更

そ 　の 　他 3

継

38,191 千円 33

続

3,684 千円 331

小

,411 千円

一　般　

諸

財　源 9 千円 10 千円

市

10 千円

農業集

型

落排水

事　務　事　業

事

　名 新規・継続 快適な

業

住環境と持続可能な水環境を創出するため、下水道により生活排水等を衛生的かつ効率的に処理し、公

目　　的 共用水域の保全を図る

社

。
農業集落排水　資本的事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

接続率91％を目指して接続工事を推進する。
集排・1農業集落排水事業費・1総務管理費・2施設管理費 下水道

会

課
公共下水道への統合を計画的に進める。

事　業　概　要 施策内順位 起債残高の管理と起債償還表に基づいた元金分償還を行う。

農業集落排水事業における投資に関すること
4/6　施設関係の建設費

　農業集落排水事業分

の

担金の賦課徴収　
市長公約事項

　企業債の元金償還

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 接続率
％ 91 91.5 92

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 104,532

進

千円 106,939 千円 109,412 千円
特
定
財
源

国・県支出金

目

0 千円 0 千円 0 千円 特

　

　記　事　項

地 　方

　

 　債 0 千円 0 千円 0

的

千円 平成30年度から公営企業会計に移行するため「施設管理費運営費」を「農業集落排

ん

農

水　資本的事業」に変

業

更

そ 　の 　他 10

集

4,532 千円 106

落

,939 千円 109,

排

412 千円

一　般　財

水

　源 0 千円 0 千円 0 千

事

円

業会計

だ

繰出金 継続

会計・款・

２ ま

項・目 所　　管　　課

ち

平  成  30  

施

年  度  の  目

策

  標

農業集落排水事

２

業会計に対する一般会

－

計からの繰出金を減ら

３

していく。
一般・8土

市

木費・3都市計画費・

内

2下水道環境費 下水道

全

課

事　業　概　要 施策

自

域

内順位

【繰出金】
－・

の

小諸市農業集落排水事

水

業会計に一般会計から

洗

繰出金を支出する。

市

化

長公約事項

活
動
指
標

指

を

　標　名 単　位 平成3

促

0年度 平成31年度 平

進

成32年度

無

投
入
指
標

し

平成30年度 平成31

、

年度 平成32年度

年度

然

公

別事業費 155,26

共

0 千円 148,818

用

千円 142,229 千

水

円
特
定
財
源

国・県支出

域

金 0 千円 0 千円 0 千円

を

特　記　事　項

地 　

保

方 　債 0 千円 0 千円

全

0 千円 平成30年度か

し

ら公営企業会計に移行するため「農業集落排水事業

ま

特別会計繰出金」を「

環

す

農業集落排水事業会計繰出金」に

そ 　の 　他 40,000 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 115,260 千円 148,818 千円 142,229 千円

境

事　務　事　業　名 新規・継続 快適な住環境と持続可能な水環境を創出するため、下水道により生活排水等を衛生的かつ効率的に処理し、公

目　　的 共用

を

水域の保全を図る。
農業集落排水　収益的事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

・平成30年度から企業会計へ移行し、経営の健全化に取り組んでいく。
集排・1農業集落排水

守

事業費・1総務管理費・1一般管理費 下水道課
・公共下水道との統合に向け計画的に事業を推進する（森山地区H34年度統合予定）。

事　業　概　要 施策内順位 ・八満地区従量制への移行について協議を進める。

農業集落

り

排水事業における事業収益に関すること。 ・軽減方法等を含めた新規加入分担金の方向性について排水処理組合と協議を進める。
3/6　使用料の徴収賦課

　施設の維持管理
市長公約事項

　普及促進（接続率向上）

活
動
指
標

会計に一般会計から繰出金を支出することにより、企業会計の適正な運営を図る。

変更
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政策 、

と ・破損が予想される管路の更新工事の実施と、並行して更新計画を立案するためｽﾄｯｸﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ計画の作成に着手する。
1/6　下水道施設の建設費

　下水道受益者負担金
市長公約事項

　企業債の元金償還

活
動
指

循

事

標

指　標　名 単　位 平

　

成30年度 平成31年

務

度 平成32年度

無 受益

　

者負担金収納率（現年

事

度）
% 98 98 98

投

　

入
指
標

平成30年度 平

業

成31年度 平成32年

　

度 下水道普及面積
ha

名

1,113 1,118

新

1,123
年度別事業

環

規

費 1,063,293

・

千円 1,035,48

継

3 千円 1,042,5

続

85 千円
特
定
財
源

国・

快

県支出金 86,700

適

千円 108,200 千

な

円 97,200 千円 特

住

　記　事　項

地 　方

環

 　債 409,700

境

千円 364,000 千

型

と

円 340,300 千円

持

そ 　の 　他 566

続

,893 千円 563,

可

283 千円 605,0

能

85 千円

一　般　財　

な

源 0 千円 0 千円 0 千円

水環境を

社

創出するため、下水道

会

により生活排水等を衛

の

生的かつ効率的に処理

進

し、公

目　　的 共用水

ん

域の保全を図る。
公共

だ

下水道　収益的事業 継

２ ま

続

会計・款・項・目 所

ち

　　管　　課 平  成

施

  30  年  度

策

  の  目  標

・

２

下水道使用料の収納率

－

99%を目指す。
－ 下

３

水道課
・普及促進活動

市

（毎月末未接続宅戸別

内

訪問等）により整備区

全

域内の接続率を向上さ

自

域

せ、接続率62％を目

の

指す。

事　業　概　要

水

施策内順位 ・ﾏﾝﾎｰ

洗

ﾙからの管路目視点検

化

を410箇所において

を

実施する。

公共下水道

促

事業における事業収益

進

に関すること
2/6　

し

公共下水道使用料の賦

、

課、徴収

　下水道施設

然

公

の維持管理
市長公約事

共

項
　下水道の普及促進

用

活
動
指
標

指　標　名 単

水

　位 平成30年度 平成

域

31年度 平成32年度

を

　企業債の利息償還 無

保

下水道使用料収納率（

全

現年度）
% 99 99 9

し

9

投
入
指
標

平成30年

ま

度 平成31年度 平成3

環

す

2年度 公共下水道等接続率（※分母は行政人口）
% 62 63 64

年度別事業費 1,180,470 千円 1,129,911 千円 1,121,600 千円
特
定
財
源

国・県支出金 2,000 千円 2,000 千円 2,000 千円 特

境

　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 1,173,470 千円 1,122,911 千円 1,114,600 千円

一　般　財　源 5,000 千円 5,000 千円 5,000 千円

を

事　務　事　業　名 新規・継続 快適な住環境と持続可能な水環境を創出するため、下水道により生活排水等を衛生

守

的かつ効率的に処理し、公

目　　的 共用水域の保全を図る。
公共下水道　資本的事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

・東南部開発予定地である谷地原地区宅地開発予

り

定地に、商工観光課、建設課及び上水道課と連携し、汚水管新設工事を
－ 下水道課

　実施する。

事　業　概　要 施策内順位 ・農業集落排水森山地区の特環への統合手続きを完了する。

公共下水道事業における投資に関するこ
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政策 、

指
標

平成30年度 平成

循

31年度 平成32年度

環

年度別事業費 4,64

型

6 千円 4,646 千円

社

4,646 千円
下水道

会

環境費給与費 継続
特
定

の

財
源

国・県支出金 0 千

進

円 0 千円 0 千円

会計・

ん

款・項・目 所　　管　

だ

　課 地 　方 　債 0

２ ま

千円 0 千円 0 千円

そ 

ち

　の 　他 0 千円 0 千

施

円 0 千円
一般・8土木

策

費・3都市計画費・2

２

下水道環境費 下水道課

－

一　般　財　源 4,6

３

46 千円 4,646 千

市

円 4,646 千円

内全

自

域の水洗化を促進し、

然

公共用水域を保全しま

環

す

境を守

事　務　事　

り

業　名 新規・継続

投
入
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